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はじめに
　アンシャン・レジーム下のフランスでは、コルポラシオン（corporation　
同業組合）などの特権をもった社団（corps）が基礎的社会集団として広範
に存在し、人々はそれに依存して生活していた。また、都市や地方にも特
権が認められ、比較的新しく統合されたブルターニュやプロヴァンスとい
った周縁地域では地域の特権を巡って王権との間でしばしば衝突が生じて
いた。法に関しては、近世初頭には、人々の生活は都市やコルポラシオン
の法、また地方的には地域的な慣習法の下にあった。王権は、都市やコル
ポラシオンの法については社団の特権として承認する。一方、アンシャ
ン・レジームの下では慣習法主義がとられ、王権による制定法が存在しな
い場合は慣習法が適用されていた。アンシャン・レジーム末期に至って
も、慣習法は地域により異なり、私法の領域ではフランス革命まで「多様
な」慣習法が支配していた。言語に関しては、18世紀の末に至っても、日
常的にフランス語を使用する人々は総人口の約半分に過ぎなかった
（１）
。フラ
ンス語は、16世紀には行政・外交の分野で、17世紀から18世紀にかけては
文芸・学術の領域で盛んに用いられ普及していったが、多くの人々にとっ
ては日常生活のための言語ではなかった。民衆は依然としてそれぞれの地
方の言語を使って生活していた。17世紀から18世紀にかけて王権は官僚制
度や常備軍の整備など中央集権化の動きを強めるが、18世紀の後半に至っ
（ 1 ）　福井憲彦編『世界各国史12　フランス史』（山川出版社　2001年）238頁。
第 5 章　コアリシオン禁止法
第 6 章　結　論
　第 1 節　中間団体禁止法―中間団体の否定から公序の維持へ
　第 2 節　コアリシオン禁止法―営業の自由・中間団体の否定から公序の
維持へ
　第 3 節　「万能」の国家から抑圧的国家へ
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ても、アンシャン・レジーム下のフランスは法・統治制度・税制・言語な
どの均質性を欠いた「分裂」状態を呈しており、一定の均質性を有するフ
ランス全体を包摂するような「社会」は存在していない。
　革命期には、行政の管轄区域の再編成、言語や度量衡の統一、公教育の
組織化等々により一定の均質性をもった「国民」が創出され中央集権的国
家が形成されていく。この過程において、アンシャン・レジームの下で広
範 に 存 在 し て い た 国 家 と 個 人 の 間 に 介 在 す る 中 間 団 体（corps
intermédiaire）であるコルポラシオンなどの特権的な社団が反結社法によ
り 解 体 さ れ て い く。 こ の よ う な 社 団 は、 政 治 的 に は 社 団 国 家（État
corporatif
（２）
）といわれるアンシャン・レジームの支配構造の中核をなし、個
人が精神的・物質的に依存し、そこに自らのアイデンティティを求めた特
権に基づく一定の自律性を有する基礎的社会集団であった
（３）
。社団の解体
は、個人を社団への依存から解き放ち権利の主体となるべき個人を析出す
ると同時に、教育や扶助などの社会的機能を担っていた社団の解体によっ
て「社会的隙間」が生じ、国家がそれを埋めていく。更に、国家は、社団
に代わって個々人に法の下で平等な「国民」あるいは「市民」というアイ
デンティティを提供し、その権利を守る唯一の存在として社会の諸領域で
増殖し公の事柄を独占していく。それは、社団を核とする身分制社会に代
わって、国家を枠組とし法の下での平等を原理とする市民社会が形成され
ていく過程であり、そこにおいて国家は重要な役割を果たすことになる。
こうした国家の増殖の「運動」を理論的に支え促すのが、国家の役割を重
（ 2 ）　王権は社団の多くを公認し公法的・半公法的特権を付与して、その見返りに
税・納付金などを徴収すると同時に、社団の統制を通じて臣民を支配する社団国家
という支配構造に拠っていた。革命の直前に至っても、王権は社団という一定の自
律性をもった「諸権力」と並存する、他の「権力」を支配することを目指して活動
する「相対的に強力な権力」として存在していた。
（ 3 ）　アンシャン・レジームの特権的社団に関しては、拙稿「フランス革命期におけ
る反結社法の役割に関する研究（ 1 ）」早稲田法学会誌第68巻 1 号　2017年　第 1 章
アンシャン・レジームの社団の概要　を参照。以下「フランス革命期における反結
社法の役割に関する研究（ 1 ）」と表記。
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視する「哲学者」たちの言説である。しかし、国家の姿は革命の推移に連
れて変化していく。
　革命がテルミドールのクーデターを画期として「収拾期」に入ると、国
家は公序（ordrepublic
（４）
）の維持の名の下に、政治的領域において抑圧的機
能を強めていく。こうした国家の姿の変化の指標となるのは、社団の解体
に直接的な役割を果たした反結社法を基礎づける理念の変化である。すな
わち、中間団体の否定から公序の維持への立法理由となる理念の変化であ
る。本稿は、社団の解体→国家の増殖→国家による公の事柄の独占→公序
の維持という過程に直接的で重要な役割を果たした反結社法を基礎づける
理念の変化という視点から、革命をテルミドールのクーデターを画期とし
て「展開期」と「収拾期」に区分し、革命期における「国家像」の変遷を
探っていくことを目的とする。
　革命期における反結社法には、ル・シャプリエ法を「母法」とする種々
の社団を解体する中間団体禁止法と労使双方の人的集合を禁じるコアリシ
オン（coalition
（５）
）禁止法という二つの法の系統が存在する。本稿では、主
として中間団体禁止法を対象として考察をおこなう。コアリシオン禁止法
については、補足として簡単に触れていく。アンシャン・レジームの社会
で、当時の人々にとっていわば「社会」として機能していた種々の社団を
解体する中間団体禁止法自体やその議会報告・審議の中で、社団に代わる
国家がどのようなものとして捉えられているかという「国家像」がよりは
っきりと姿を現すからである。
（ 4 ）　「公序」（ordrepublic）に関しては、拙稿「フランス革命期における反結社法
の役割に関する研究（ 2 　完）」早稲田法学会誌第68巻 2 号　2018年　76─77頁を参照。
（ 5 ）　コアリシオン（coalition）は一般的には「団結」と訳されるが、何らかの利益
を得るために同一の社会的あるいは政治的集団に属するばらばらの個人が協力して
形成する一時的な人的集合を指す。具体的には、労働者の争議行為などである。こ
れに対して一般的には「結社」と訳されるアソシアシオン（association）は、主と
して非営利の目的で知識や資源を共有し共同して活動する継続的な人的集合を指
す。
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第 1 章　革命の「展開期」における反結社法
第 1 節　ダラルドのデクレ
　1791年 3 月 2 日＝17日のダラルドのデクレ（Décretd’Allarde「すべてのエ
ド税、すべての親方身分および宣誓組合の廃止および営業免許状の設定にかん
するデクレ
（６）
」Décretportantsuppressiondetouslesdroitsd’aides,detoutesles
maîtrisesetjurandes,etétablissementdepatentes
（７）
）が議決される。ダラルド
のデクレは、第 1 条でエド税（droitd’aides
（８）
）などの税の廃止を規定する。
第 2 条では、営業の自由の理念によりすべての職株（offices）、親方身分
の鑑札（brevets）や親方身分・宣誓組合加入の際に徴収される税など、
「いかなる名称によってであれすべての職業上の特権は、（同様に）廃止さ
れる。
（９）
」としてコルポラシオンを廃止する。そして第 7 条で、すべての人
は自由に取引（négoce）をおこない職業に従事することができるが、事前
に営業免許状（patente）を取得し、その対価（営業免許税）を支払い、警
察規則に従う義務を負うとする
（10）
。しかし、このデクレでは制度の確立に重
点が置かれていたため親方・職人などのコアリシオン禁止規定はない
（11）
。
（ 6 ）　中村紘一訳「一、営業［および］手工業の宣誓組合および同業体の廃止に関
する勅令・一七七六年二月（テュルゴ［Turgot］勅令）二、一七九一年三月二日
＝一七日の［すべてのエド税、すべての親方身分および宣誓組合の廃止および営業
免許状の設定に関する］デクレ（ダラルド［d’Allarde］法）」比較法学 6 巻 2 号　
1971年　335頁。以下　中村紘一訳「テュルゴ勅令・ダラルド法」と表記。
（ 7 ）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements, 
et avis du Conseil d’État,A.GuyotetScribe,1831─1949,tome2,p.230.以下 J.─B.
Duvergier,Collection complète des lois と表記。
（ 8 ）　エド税とは「棚卸表によって、または、卸売または再卸売について、［およ
び］運送の際に、［および］飲料の小売りについて徴収される税」のことである。
（ダラルドのデクレ第 1 条　中村紘一訳「テュルゴ勅令・ダラルド法」350─351頁。）
（ 9 ）　中村紘一訳「テュルゴ勅令・ダラルド法」351頁。
（10）　同書352頁。
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　1791年 2 月13日、ダラルド（d’Allarde,PierreGilbertLeRoy,baron）は租
税委員会名で憲法制定国民議会に以下の報告をおこなう。「労働の権利は、
人間の権利の最も重要なものの一つである。
（12）
」他の市民を排除して、特定
の職業に関する特権をもったコルポラシオンの親方たちに職業をおこなう
権利が集中している
（13）
。この「専横な特権」入手のために、徒弟奉公・職人
修行・税の支払いなどにより「市民の生涯の一部とその商業を組織するた
めに市民が必要とする資金が使い果たされた。
（14）
」更に、コルポラシオンは、
よそ者の排除などにより、商品価格引き上げのために団結する
（15）
。その努力
は、「国家の中に、排他的な商業のカーストを設けることを目指している」
ようである
（16）
。「それはまた、すべての人々にとっても害悪であった。
（17）
」すな
わち、すべての人が享受し得る労働者間の選択と競争が生み出す利益の喪
失であり、親方たちにとってはコルポラシオン間の製品や競争に関するう
んざりする際限のない訴訟である
（18）
。
　議会審議では、デクレ施行に当たって必要とされる、営業免許税の対象
となる職業、貧者への措置、営業免許税の賦課基準、職株廃止への補償
等々の営業免許制・営業免許税に関する雑多で具体的な問題を中心に論議
が展開される。しかし、ロドゥレル（Rœderer,Pierre─Louis）という議員
のコルポラシオンは市民を特殊利益により反目・分裂させる憲法の精神に
（11）　ダラルドのデクレは、テュルゴ勅令、ル・シャプリエ法と同様に労働の権利は
個人の権利であるという考えを基礎としており、この権利を集団の力で侵害するコ
アリシオンを容認しているとは考えられない。「労働の自由」・「営業の自由」とい
う理念は、必然的にコアリシオンの禁止を含んでいると言える。
（12）　Archives parlementaires de 1787 à 1860,JérômeMavidaletEmileLaurent
（éds）,Centrenationaldelarecherchescientifique,1961─1èresérie,tome23,P199.　
以下 Archives parlementaires と表記
（13）　Ibidem.
（14）　Ibidem.
（15）　Ibidem.
（16）　Ibidem.
（17）　Ibidem.
（18）　Ibidem.
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反するものである
（19）
という発言は、コルポラシオンの廃止を中間団体否認
の理念で基礎づける理論構造がこの段階で既に現れていることを示すもの
として注目される。
　国家という視点からこのデクレを見た場合、国家による営業免許制の導
入が注目される。もちろん、このデクレは前提として職業の自由な実施を
規定するが、ある意味で「国家管理」ともとれるような営業免許制を導入
し、営業免許税の納付および警察規則に従う義務を課している。しかし、
ダラルドのデクレにおいては、以降の反結社法に見られる様に職業の一定
の規制は本来国家の任務であるといった積極的な形で国家の役割が述べら
れてはおらず、コルポラシオンの廃止に伴い「消極的」に、国家がその廃
止により生じた「空白」を埋め増殖していくという構造が存在している。
国家の果たすべき役割が明確に意識的かつ積極的に主張されるのは、ル・
シャプリエ法においてである。
第 2 節　ル・シャプリエ法
　1791年憲法が議決される約 3 ヶ月前、1791年 6 月14日＝17日のル・シャ
プリエ法（LoiLeChapelier「同一身分および同一職業の労働者および職人の
集合に関するデクレ」Décretrelatifauxassembléesd’ouvriersetartisansde
mêmeétatetprofession
（20）
）が議決される。ル・シャプリエ法は第 1 条で「同
一 身 分 あ る い は 同 一 職 業 の 市 民 の あ ら ゆ る 種 類 の コ ル ポ ラ シ オ ン
（corporation　同業組合）の廃止は、フランス憲法の基本的原理の一つであ
り、いかなる口実、いかなる形態の下であろうともコルポラシオンを事実
上再建することは禁止される。
（21）
」としてコルポラシオンの廃止を再確認す
る。第 4 条では、同一の職業・手工業に関与する市民の労働の提供を一定
の価格でしかおこなわないことを目的にした合意は、自由および憲法の原
（19）　Ibid.,p.219.
（20）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome3,p.22.
（21）　Ibidem.
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理に反するものとして無効と宣言されるとし、コアリシオンによる賃金に
関する「合意」の無効を規定する
（22）
。更に第 8 条では、合意による条件の
下での労働の自由の権利行使に対する、「職人、労働者、仲間職人、日雇
労働者によって構成された、あるいは彼らにより扇動されたすべての集合
体は、扇動的な集合体と見なされ、そうしたものとして、これらの集合体
に関してなされた強制命令に基づき公の武力の受託者によって解散させら
れ、当該集合体の首謀者と扇動者と指揮者および暴力行為と強迫行為を犯
した者についてはあらゆる厳格な法によって罰せられる。
（23）
」として、職人
などのコアリシオンの権力による強制的解散と首謀者などの処罰を規定す
る。そして議会報告の最後では、「このデクレの法案には、日当を引き下
げるために事業者が組織するコアリシオンと同様に、日当を引き上げるた
めに労働者が組織するコアリシオンを防止する目的がある。
（24）
」として、明
確に労使双方のコアリシオンを禁止する。
　ル・シャプリエ（LeChapelier,IssacRenéGuy）は憲法委員会を代表し
ておこなった議会報告の中で、法の理念的基礎について明確な説明をおこ
なっている。ル・シャプリエ法は、営業の自由（libertéducommerceetde
l’industrie）と労働の自由を担保するために、職業の実施に際してギルド
的規制をおこなうコルポラシオンの廃止と自由な労働を妨げる親方・職人
の集会・結社など一切の人的集合を禁止する。それを基礎づける理念とし
て挙げられたのは、営業の自由に加えて、「もはや国家の中にコルポラシ
オンは存在しない。もはや各個人の特殊利益と一般利益しか存在しない。
市民に中間的利益を吹き込み、コルポラシオンの精神によって公共の事柄
から市民を切り離すことは許されない。
（25）
」とする中間団体否認の理念
（26）
であ
る。経済的領域の社団であるコルポラシオンを中間団体の一つとして中間
（22）　Ibidem.
（23）　Ibidem.
（24）　Archives parlementaires,1èresérie,tome27,p.210.
（25）　Ibidem.
（26）　注35を参照。
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団体否認の理念により否定することで、社会のあらゆる領域における中間
団体の廃止が理論的に可能になる。更に、「生存のために職を必要として
いる者に職を与え、身体に障害のある者に救済を与えるのは、国家であ
り、国家の名において役人がおこなうのである。
（27）
」として、コルポラシオ
ンに代わって国家の果たすべき役割が意識的かつ明確に述べられる。営業
の自由の理念、中間団体否認の理念および国家の役割を重視する理念とい
う以降の反結社法の理論的根拠となる三つの理念によって基礎づけられる
ル・シャプリエ法は、反結社法の基本をなすものであり、以降の反結社法
に在俗修道会などの諸社団を解体する中間団体禁止法と労使双方の人的集
合を禁じるコアリシオン禁止法という二つの法の系統をつくりだす「母
法」的な存在となる。
第 3 節　民衆協会の活動を制限する二つのデクレ
1 　民衆協会について
　革命の過程で活動家たちが議会や市当局への働きかけや市民の啓蒙・組
織化のために地方でクラブを組織するが、そこには議員は含まれずジャコ
バン・クラブ（ClubdesJacobins）とは性格を異にする
（28）
。このようなクラ
ブがいわゆる民衆協会（sociétépopulaire）である。それは、入会金・会費
の納入と規約の遵守を条件に、誰でもが自由に加入でき「新時代の諸原
理」の啓蒙・啓発をおこなうと同時に、政治的な問題一般に関する自由な
議論が可能な場であり
（29）
、「公共圏」的な性格をもったアソシアシオンであ
った。1790年 2 月から92年 7 月にかけて、パリでは26の民衆協会の設立が
数 え ら れ た
（30）
。 代 表 的 な も の と し て は コ ル ド リ エ・ ク ラ ブ（Clubdes
（27）　Archives parlementaires,1èresérie,tome27,p.210.
（28）　柴田三千雄　岩波現代文庫『フランス革命』（岩波書店　2007年）125頁。
（29）　井上すゞ「ジャコバン独裁の政治構造（ 1 ）」国家学会雑誌1969年　82巻 3 ・ 4
号　175頁。
（30）　IsabelleBourdin,Les sociétés populaires à Paris pendant la Révolution,
SociétéduRecueilSirey,1937,pp.418─420.（巻末の一覧表）
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Cordeliers　正式名称：人および市民の権利の友の会　SociétédesAmisdes
droitsdel’hommeetducitoyen）があるが、その入会金・会費はジャコバ
ン・クラブに比べて遥かに低額であり富裕なブルジョワジーだけでなく職
人や小商人も加入するようになる。「1790年の 4 月以降、コルドリエ・ク
ラブは貴族との戦いを宣言し、『種々の権力の濫用と人権に対するあらゆ
る侵害を世論の法廷に告発すること』を目標としていた。
（31）
」こうした民衆
協会やセクション（section
（32）
）などにより組織されたパリの民衆の運動は、
1793年 6 月 2 日の蜂起
（33）
から年末にかけて高揚していく。フランス革命は、
一連の反結社法によりアンシャン・レジームの特権的社団である中間団体
を排除したが、一方では民衆協会という「公共圏」的性格をもつ新しいア
ソシアシオンである中間団体を生み出したのである。
2 　市民がコミューンの招集を要求することができる場合を定める請願
権に関するデクレ
　民衆協会などの激しい請願攻勢を受けたパリ県知事のラ・ロシュフーコ
ー（LaRochefoucauld,François,ducde）とパリ市長のバイイ（Bailly,Jean
Sylvain）は、1791年 4 月26日に民衆協会などの請願の制限などを求める
「パリ県とパリ市の請願」（pétitiondedépartementetmunicipalitédeParis
（34）
）
を憲法制定国民議会に提出する。これを受けて1791年 5 月18日（10日）＝
22日の「市民がコミューンの招集を要求することができる場合を定める請
願権に関するデクレ」（Décretrelatifaudroitdepétition,etquifixelescasoù
lescitoyenspourrontrequérirlaconvocationdelacommune
（35）
）が議決される。
（31）　Ibid.,p.175.
（32）　セクションは、パリのコミューンの下部の行政機構であり選挙区としての機能
ももっていたが、その総会が市民の政治問題に関する討議の場となり活発に請願な
どの政治的な活動を展開していた。
（33）　1793年 6 月 2 日、パリの民衆が蜂起して国民公会を包囲し、その圧力の下で国
民公会はジロンド派の有力議員の逮捕を議決し、山岳派が国民公会において主導権
を確立した。
（34）　Archives parlementaires,1èresérie,tome25,p.352.
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その議会報告では、「革命によって創出された民衆協会は、自由と共に生
まれ、極めて有用である。民衆協会は、公共精神を維持し、増大させ、啓
蒙の前進を容易なものにする。しかし、民衆協会が討議や決定や意見書や
請願によってコルポラシオンのように振舞うことを目指すなら、それが有
する利点をすべて失うだろう。
（36）
」として、民衆協会が啓蒙・啓発に果たし
た役割を評価しつつ、討議・決定や請願などをおこなう政治的存在として
の民衆協会をアンシャン・レジームの特権的中間団体であるコルポラシオ
ンとして中間団体否認の理念により否定し、その活動を啓蒙・啓発活動に
限定しようとする
（37）
。
3 　民衆協会に関するデクレ
　「そのデクレ（前述の1791年 5 月の「市民がコミューンの招集を要求するこ
とができる場合を定める請願権に関するデクレ」のこと。：訳注）は求められ
た効果とは全く反対の効果を生んだ。請願の季節を終わりにするどころで
はなく、それまで左派の新聞において憲法や反対運動について平穏に話し
合っていた政治的サークルの統一戦線を生じさせ
（38）
」、民衆協会などの抗議
活動を活発化させる。コルドリエ・クラブがシャン・ド・マルスでおこな
った国王の廃位を求める大衆的な請願運動に対して国民衛兵が発砲して死
（35）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome2,p.365.
（36）　Archives parlementaires,1èresérie,tome25,p.679.
（37）　ルソーが『社会契約論』で述べた中間団体を否定する理念（中間団体否認論と
表記。）によれば、民衆協会は中間的利益を代表する中間団体そのものである。し
かし、この報告では、民衆協会を中間団体として直接否定するのではなく、わざわ
ざ政治的活動をおこなう民衆協会をコルポラシオンとして否定する。このことは、
立法者の中間団体を否定する理念（中間団体否認の理念と表記。）がアンシャン・
レジームの特権的中間団体否定のために用いられたものであり、その意味で中間団
体否認論とは異なることを示している。ルソーの中間団体否認論に関しては、拙稿
「フランス革命における社団解体の理念」早稲田法学会誌第66巻 2 号　2016年　第 2
章　中間団体の禁止─『社会契約論』を中心に　を参照。
（38）　RaymondeMonnier,L’espace public démocratique : essai sur l’opinion à Paris 
de la Révolution au Directoire,ÉditionKimé,1994,p.42.
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者が出た1791年 7 月17日の「シャン・ド・マルスの虐殺」を経て、91年憲
法制定の直後、 9 月29日・30日＝10月 9 日の憲法的機関の活動を妨げる請
願・代表の派遣などの活動をおこなう者への罰則を規定する「民衆協会に
関するデクレ」（Décretsurlessociétéspopulaires
（39）
）が議決される。
　このデクレ案の議会報告でル・シャプリエは、民衆協会の請願、代表の
派遣等々による憲法により創出された諸機関への介入を禁止する理由を以
下のように述べる。「革命が終わった時、帝国の憲法が決定された時、憲
法があらゆる公権力を任命しあらゆる権威をもたらした時、その時この憲
法の安泰のために、すべては最も完全な秩序に復帰しなければならない。
何ものも組織された権力の行為を妨げてはならない。議決と権力はもはや
憲法がそれを置いたここ（議会：訳注）にしか存在しない。
（40）
」従って、「代
表者によって表される人民の意志によって構成される権力以外の権力は存
在せず、人民によって委任された権限以外の権限は存在せず、公の職務を
帯びた受託者（代議士：訳注）の行為以外の行為は存在しない。／憲法が、
帝国の隅から隅まで、あらゆるコルポラシオンを消滅させること、憲法が
もはや社会体と個人しか認めないこと、それはこの原則を純粋なままで保
つためである。
（41）
」と述べる。ここでは、91年憲法は「社会体と個人しか認
めない」という形で中間団体否認の理念が現れ、それと同時に「何ものも
組織された権力の行為を妨げてはならない」という形で91年憲法に基づく
秩序＝公序の維持という理念が現れている。
　以上で述べた91年 5 月と 9 月の二つのデクレは、民衆協会を啓蒙・啓発
をおこなう存在に封じ込め政治的領域における公の事柄を国家が独占する
ことにより公序の維持を図ろうとするものである。しかし、 5 月のデクレ
は中間団体否認の理念に基づくものであり公序の維持という理念は伏在す
るに止まっているが、 9 月のデクレでは中間団体否認の理念と共に既に公
（39）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome3,p.457.
（40）　Archives parlementaires,1èresérie,tome31,p.617.
（41）　Ibidem.
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序の維持の理念が姿を現している。
第 4 節　王国内に存するすべての商業会議所の廃止に関する
デクレ
　アンシャン・レジーム下の商業会議所（chambredecommerce）は、商
事裁判所（juridictionconsulaire　商事裁判所の裁判官（consul）は都市の商人
によって選ばれ、経済事件の管轄権限をもっていた。）を設置し、その活動範
囲における船舶や商品などに対する税の徴収をしばしば王権から認めら
れ、港や水路などのインフラの整備などをおこなっていた。また、王権は
商業会議所に意見を求めたり、商業に関する資料の提供を求めたりしてい
た。「これらのすべての任務は王の負担を軽減するものであった。従って、
商業会議所は商人たちの直接の利益と同時に国の利益のために働く半公的
機関として現れる。
（42）
」
　1791年 9 月27日＝10月16日の「王国内に存するすべての商業会議所の廃
止に関するデクレ」（Décretportantsuppressiondetoutesleschambresde
commercequiexistentdansleroyaume
（43）
）の議会報告では、まず、「原則的に
有効な効果をつくり出し、後には規制・規定の変転にもかかわらず、常に
若干の利益をもたらし、少なくとも増大する多くの損害を食い止めてきた
こうしたすべての機関（コルベール（Colbert,Jean─Baptiste）が設立した商
業会議所、商業顧問会議（conseilducommerce）、マニュファクチャーの監督
官：訳注）は、いかなる観点からも、もはや今日存続することはできな
い。
（44）
」として、重商主義的な考えの下に設立された商業会議所などの機関
は、現状に合わなくなっており経済的自由主義の観点から廃止されるとす
る。更に、「商業会議所の存在は今やコルポラシオンを禁じた憲法の諸原
（42）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative de la France d’ancien régime,
LibrairieduRecueilSirey,1938,p.292. 以下 Fr.Olivier─Martin,L’organisation 
corporative de la France と表記。
（43）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome3,p.374.
（44）　Archives parlementaires,1èresérie,tome31,p.397.
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則を傷つけている。従って、これらの特殊な行政機関は、それを一般の行
政機関に組み入れるために廃止されねばならない。
（45）
」とする。
　つまり、商業会議所は、91年憲法はコルポラシオンを禁じているという
形で中間団体否認の理念により否定される。同時に、このデクレの委員会
案は、商業会議所などを廃止し、それに代わって内務大臣の下に商業の状
況などを的確に把握し監督する国家機関を設けようとするものであり、商
業の領域における国家の増殖の方向を示している。この新たな国家機関設
立に関する条文は商業会議所廃止のデクレの条文としては議決されていな
い が、1791年10月 に は 商 業 へ の 監 督・ 援 助 の た め に 中 央 商 業 行 政 局
（Bureaucentraldel’administrationducommerce）が内務省に設けられ
（46）
、95年
以降には情報収集と中央の指示伝達のために各県に地方商業局（Bureau
local）が設けられている
（47）
。
第 5 節　在俗修道会の廃止とその構成員の俸給および財産の
管理に関する一般デクレ
　修道会は、カトリックにおいて完徳のために共同生活をおこなう共同体
のことであるが、それは歴史的にかなり複雑な状況を呈している
（48）
。アンシ
ャン・レジーム下では、教育や貧者の扶助などは修道会が担っており、国
家は関与していない。修道会に対する非難・攻撃は、革命に始まるもので
はない。17世紀の後半から修道会復興運動は弱まり、修道院の腐敗により
反修道院的な感情が広がっていく。革命の修道会に対する攻撃は、アンシ
ャン・レジームにおける修道会に対する破壊的活動の継続と言えるが、革
（45）　Ibidem.
（46）　PierreRosanvallon,Corporationsetcorpsintermédiaires,Le Débat,Gallimard,
1989/ 5 no57,p.174. 以下 PierreRosanvallon,Corporationsetcorpsintermédiaires
と表記。
（47）　高村学人「ナポレオン期における中間団体政策の変容─ポリスの法制度の視点
から─」東京大学社会科学研究所紀要　社会学研究　50巻 6 号1999年 107頁。
（48）　修道会に関しては、拙稿「フランス革命期における反結社法の役割に関する研
究（ 1 ）」第 4 章　第 2 節　 1 　修道会について　を参照。
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命期には反修道院的な感情を背景として、中間団体否認の理念や国家の役
割を重視する理念などによりその解体がおこなわれる。憲法制定国民議会
は、1789年11月に教会財産を国有化するデクレ、90年 2 月に盛式誓願を禁
止し修道会を廃止するデクレを議決したが、公教育と慈善施設を運営する
修道会は変更なしとしていた。
　公教育と慈善施設を運営していた在俗修道会（congrégationsséculières）
の廃止に関しては、まず聖職者委員会、次に公教育委員会のデクレ案の報
告がおこなわれ、議会審議の中でブールジュの司教であるトルネ（Torné,
PierreAnastase）が提起したデクレ案に基づき審議がおこなわれ、1792年
8 月18日に「在俗修道会の廃止とその構成員の俸給および財産の管理に関
す る 一 般 デ ク レ」（Décretgénéralsurlasuppressiondescongrégations
séculières,letraitementdeleursmembresetl’administrationdeleursbiens
（49）
）が
議決される。議会報告・審議では、修道院は「狂信」を広げる源として非
難される
（50）
。更に、「公益に関する不可欠でもある役割を果たすために、な
んらかのコルポラシオンに固執する必要があるだろうか。
（51）
」として、教育
や扶助といった社会的に重要な機能は聖職者のコルポラシオンである修道
会などではなく国家が担うべきであり、聖職者のコルポラシオンは国家を
損なうことしかできないという意見が述べられる
（52）
。ここでは、コルポラシ
オンという用語は、公法的・半公法的特権により職業の統制をおこなう団
体という本来の意味を超えて、一般的利益を体現する国家を損なうアンシ
ャン・レジームの「害悪」を表象する用語として用いられる。この議会報
告・審議において、中間団体否認の理念の展開は最高潮を迎える。一方、
このデクレでも教育や扶助といった重要な社会的機能を担うべきは国家で
あるという形で、国家の役割の重要性と種々の領域における国家の増殖の
（49）　Archives parlementaires,1èresérie,tome48,p.350.
（50）　Ibid.,1èresérie,tome38,p.361.
（51）　Ibid.,1èresérie,tome32,p.58.
（52）　Ibid.,1èresérie,tome41,p.240.
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方向が示される。
第 6 節　国家によって許可されたあるいは補助金を交付された
あらゆるアカデミーと文学団体の廃止に関するデクレ
　アカデミーは、大学とは異なり教育という重い負担から解放され、より
自由に文学的 ・学術的探究に専念する学者の社団である
（53）
。フランス語の
純化・統一のために1635年に設立された「アカデミー・フランセーズ
（Académiefrançaise）は、リシュリュー枢機卿（Richelieu,ArmandJeandu
Plessis,CardinaletDucde）を庇護者として、「限定された数の会員によっ
て構成され印璽を備え特権を有する自治的社団を形成している。
（54）
」その後、
碑文・文芸アカデミー（AcadémiedesInscriptionsetBelles─Lettres）や科学
アカデミー（AcadémiedesSciences）などが設立される。これらのアカデ
ミーは、君主などの庇護者の監督の下で、規律をもち、限られた会員によ
って構成され、会員の指名により入会を許される団体であり、会員は、い
くらかの物質的利益と名誉を受けるが、文学や科学や芸術の進歩に献身し
なければならない
（55）
。
　1793年 8 月 8 日＝14日の「国家によって許可されたあるいは補助金を交
付されたあらゆるアカデミーと文学団体の廃止に関するデクレ」（Décret
portantsuppressiondetouteslesacadémiesetsociétéslittéraires,patentéesou
dotéesparlanation
（56）
）の議会報告では、アカデミーは「専制の痕跡」をもつ
「平等に背く」団体＝アンシャン・レジームの特権的中間団体であり、貴
族の虚栄のための飾りとなっており、専制君主の追従者・「異端審問官の
社団」として哲学者を攻撃する圧政の道具となっているとする
（57）
。この報告
では、注釈なしでアカデミーはコルポラシオンであるとするだけで、中間
（53）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative de la France,p.67.
（54）　Ibid.,p.70.
（55）　Ibid.,p.77.
（56）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome6,p.77.
（57）　Archives parlementaires,1èresérie,tome70,p.521.
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団体否認の理念の比重は著しく低下している。また、この報告は、「賢明
な政体」にはいかなる「寄生的団体」＝特権的中間団体もあってはなら
ず、それがなくても文明化した国民の欲求は「人間精神」の飛躍を可能に
するとする
（58）
。これは、国家と中間団体が非和解的な関係にあることを示す
と同時に、文学・芸術などの領域においても「賢明な政体」」＝共和国が
存在すればアカデミーのようなコルポラシオンは必要とされないとする文
化的領域における国家の増殖の方向を示すものと言える。
第 7 節　割引銀行およびその他の種々の社団を廃止するデクレ
　1793年 8 月24日、国民公会は割引銀行（Caissed’escompte）、生命保険会
社（Compagnied’assuranceàvie）を名指しし、「一般的にその主要な資本
が随意に譲渡可能な無記名株式あるいは流通手形あるいは台帳への登録に
基づくあらゆる社団
（59）
」を廃止する「割引銀行およびその他の種々の社団を
廃 止 す る デ ク レ」（Décretquisupprimelacaissed’escompteetdifférentes
autresassociations
（60）
）を議決する。このデクレで名前を挙げられた以外に
も、資本を株式による会社としては東インド会社（CompagniedesIndes
orientales）や新インド会社（NouvellecompagniedesIndes）などがある。
割引銀行は投機資金を低利で提供し、王国政府に多額の融資をおこなって
いたが何の特権ももってはいなかった。生命保険会社に関しては、生命保
険は、「人の命に値段をつけることは、国民の礼節と誠実さに反するもの
である。
（61）
」として非難される。東インド会社や新インド会社は、特権をも
つものとしてコルポラシオンと同様に非難される。こうした株式会社は、
投機資金を提供したり投機の対象となったりしていた。
　1793年、パリではアッシニアの濫発による激しいインフレと食糧の供給
（58）　Ibidem.
（59）　Ibid.,1èresérie,tome72,p.701.
（60）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome6,p.131.
（61）　A.de.Mirimonde,Manuel pratique des assurances,Payot,1928,pp.194─195.
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不足があいまって、食糧暴動が頻発する。食糧の欠乏と物価の高騰が進む
と、パリの民衆はすべての大商人に「独占者あるいは買占人」（unmonopoleur
ouunaccapareur）という嫌疑をかけ、ジロンド派の自由主義的経済政策に
対する闘争は、商業ブルジョワジーに対する闘争へと転化していく
（62）
。食糧
の確保と経済統制を求めるパリの民衆の圧力を受けて、国民公会は、1793
年 5 月にはパンと小麦粉の最高価格を定めるデクレ、93年 7 月には食料品
を隠匿した商人に死刑を科す買占対策のデクレ、93年 9 月には肉、砂糖、
ワインなどの生活必需品全般の最高価格と賃金の最高額を定めるデクレを
議決する。更に、物資の買占取締りのための委員会や「革命軍」（armée
révolutionnaire）という食糧徴発部隊も組織される。
　こうした状況下で、1793年 8 月24日の国民公会において、「割引銀行お
よびその他の種々の社団を廃止するデクレ」に関して財務委員会名でカン
ボン（Cambon,Pierre─Joseph）が、以下の報告をおこなう。「共和国にとっ
てまったく利益をもたらさず、それどころかその活動が絶えず共和国の機
関に対して戦いを挑む投機家に対してしか好意的ではない会社を保護する
ことは無益である。実際その時、すべての貨幣商人と共和国の確立との間
の絶えることのない死活的戦いが存在する。従って、これらのあらゆる公
の信用に対して破壊的な社団を抹殺しなければならない。
（63）
」
　このデクレは、直接的には、食糧暴動の頻発という緊迫した状況下で、
投機を抑え込むために投機資金を提供する割引銀行や投機の対象となる株
式会社を「抹殺」することを喫緊の課題としたものである。同時に、この
デクレは、いわゆる最高価格法や買占人対策のデクレなどの投機抑制策の
一環として、公序の維持という点から国家に敵対するものの抑え込みを図
るという側面をもっている。一方で、株式会社は資本の集合体であり、利
（62）　AlbertSoboul,Les sans─culottes parisiens en l’anⅡ histoire politique et sociale 
des sections de Paris 2 juin 1793 ─ 9 thermidor anⅡ,ImprimerieHenriPotier,1958,
p.421.
（63）　Archives parlementaires,1èresérie,tome72,p.701.
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益追求という目的は同じであっても、人の集合体である商人や職人の社団
＝コルポラシオンとは性格を異にする。また特権という点からは、株式会
社には特権をもつものともたないものがあり、株式会社＝コルポラシオン
＝特権的中間団体というシンプルな構図は成り立ちにくく中間団体否認の
理念は現れない。
第 8 節　公教育の漸進的三段階を設立するデクレ（大学の廃止
を規定）
　大学は人的には、第一に教師、第二に学生、第三に教学を支える書記や
執行吏などの大学の官職保有者により構成されている
（64）
。組織的には、パリ
大学の例では、多くのコレージュ（collège）を含み、教養学部（facultédes
arts）を構成する四つのナシオン（nation
（65）
）と神学部（facultédethéologie）、
法学部（facultédedroit）、医学部（facultédemédecine）の三つの上級の学
部という七つの団体から成る教授と学生が入り混じった社団である
（66）
。大学
は「一個の財を持ち、十分に諸特権を付与され、自身の仕事を自身で管理
する、研究上の便宜のために努力を結集する、教師と学生の大団体（コル
ポラシオン）」である
（67）
。
　大学は、本デクレ以前に、既に打撃を受けていた。1789年 8 月には多く
のコレージュの財源であった十分の一税が廃止され、89年11月には教会財
産を国家管理の下に置くデクレが議決される。また、1789年12月の全国を
83の県に区分しその職務を定めるデクレにより、大学は県の行政府の厳格
（64）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,pp.22─23.
（65）　ナシオンは、上級の三学部（神学部、法学部、医学部）を除く、同郷ないし同
国のリベラルアーツを学ぶ学生たちの社団であり、伝統的にフランス、ノルマンデ
ィ、ピカルディ、ドイツの四つがある。この四つのナシオンが教養学部を構成す
る。しかし、上級の三学部は「明確な社団」を構成するが、教養学部は「明確な社
団」を構成していない。（Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,
pp.25─26.）
（66）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,pp.25,28.
（67）　オリヴィエ・マルタン　塙浩訳『フランス法制史概説』（創文社　1986年）917頁。
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な管理下に置かれ伝統的な自治を失う
（68）
。更に、1790年 7 月のいわゆる聖職
者民事基本法による聖職者の憲法への誓約義務、92年 8 月の教育に携わる
在俗修道会の廃止などが大学を混乱に陥れていた。
　大学を廃止して、新たな三段階の教育制度を創設すべきとするパリ県と
郊外のディストリクトとコミューンおよび結集した民衆協会による請願に
基づく、全共和国で全課程を備えたコレージュ、神学部、医学部、教養学
部、法学部を廃止する規定を含む「公教育の漸進的三段階を設立するデク
レ」（Décretquiétablittroisdegrésprogressifsd’instructionpublique
（69）
）が1793
年 9 月15日に議決される。この請願は次のように述べる。パリのコレージ
ュは、幾世紀にも渡る偏見の巣窟である。私たちは、教育が特権的カース
トの排他的専有物であることをもはや望まない。国民公会が公教育の最初
の段階の組織化に専念している傍らで、私たちは国民公会の業績と完全に
一致する上級の段階のための成果を用意した。私たちは、若い共和主義者
が工芸の種々の職業に不可欠の知識を汲み取るジムナーズ（gymnase）、
彼らが科学や言語の基礎的な原理を学ぶアンスティテュー（institut）、才
能ある者がその才能の成長のためにあらゆる援助を受けられるある種のリ
セ（lycée）の設立を求める
（70）
。
　このデクレは、新たな三段階の中・高等教育機関を設立し不要となる大
学というコルポラシオンの廃止を規定する。議会報告では、中間団体否認
の理念は登場しない。中間団体否認の理念は、アンシャン・レジームの特
権的中間団体を対象として旧制度の解体のために用いられたものであり、
新たな中・高等教育制度の設立に伴う大学の廃止という新たな制度の創設
に重点を置いたポジティブな視点からの立法では用いられない。一方、こ
のデクレでは新たな中・高等教育機関を設立するのは国家とされ、不要と
なる大学というコルポラシオンを駆逐する中・高等教育の領域における国
（68）　Fr.Olivier─Martin,L’organisation corporative en France,p.549.
（69）　J.─B.Duvergier,collection complète des lois,tome6,p.170.
（70）　Archives parlementaires,1èresérie,tome74,pp.233─234.
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家の増殖の方向を示すものである。
第 2 章　国家の役割を重視する理念と国家増殖のメカニズム
　以上で見てきたように、革命の「展開期」における一連の反結社法の議
会報告・審議では中間団体の排除とそれに代って社会の諸領域において国
家が果たすべき役割が述べられている。中間団体の排除と国家の役割の重
視という理念は、反結社法を媒介として結びつく。反結社法による中間団
体の排除により、それが従来担っていた個人では担えない教育・扶助など
の社会的機能は国家が担うこととなり、国家は政治的、経済的、社会的領
域で増殖しその比重が増大していく。このような国家の増殖を理論的に支
えたのは、「哲学者」たちの国家は「公共の幸福」のためにあるとする言
説である。モンテスキュー（Montesquieu,CharlesLouisdeSecondat,baron
deLaBrèdeetde）は、『法の精神』（Del’espritdeslois）の中で、「国家は全
公民に対してその暮らしを確実にする一つの義務を負っている。すなわち
食糧、適当な衣料、そして健康に反しない生活様式である。
（71）
」と述べてい
る。 ル ソ ー（Rousseau,Jean─Jacques） は、『社 会 契 約 論』（Ducontrat
social）の中で「前編（人間の自然状態から社会状態への移行、社会契約の本
質的諸条件について述べている。：訳注）で明らかにされた諸原則から、第
一に生まれてくる、そして最も大切な結果は、国家をつくった目的、つま
り公共の幸福にしたがって、国家のもろもろの力を指導できるのは、一般
意志だけだ、ということである。
（72）
」として、国家の目的は「公共の幸福」
にあると明言している。更に、「国家の力のみが、その構成員の自由をつ
くりうる
（73）
」として、個人の自由を創出する国家の役割の重要性が強調され
（71）　モンテスキュー　野田良之他訳『法の精神（中）』（岩波書店　1989年）391─392
頁。以下　モンテスキュー　野田良之他訳『法の精神（中）』と表記。
（72）　ルソー　桑原武夫・前川貞次郎訳『社会契約論』（岩波書店　1954年）42頁。
（73）　同書　81頁。
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る。コンドルセ（Condorcet,MarieJeanAntoineNicolasdeCaritat,marquis
de）は、『人間精神進歩史』（Esquissed’untableauhistoriquedesprogrèsdel’
esprithumain）の中で、国家の機能について具体的に次のように述べてい
る。「人間は自分の能力を発達させ、自分の富を処理し、自由自在に自分
の必要を充足することができなければならない。
（74）
」国家がそのことを保障
した後にも、国家には「なおなさねばならない義務が残っている。」それ
は、すべての商取引に役立つ度量衡の設定である
（75）
。また、「毎年得られる
富のうちで、この自由に処分できる部分をもって、社会権力は何らの権利
を毀損することなしに、国家の安泰、国内の治安、個人の権利保障、法律
の制定ないし施行のために設置せられた権威の行使、さらに公共繁栄の維
持などに要する費用のために必要な基金を設立することができるのであ
る。
（76）
」国家は、個人では「農・工・商業の進歩のために直接為し得ないこ
とや、自然の不可避の災害」などを軽減・予防するための措置を個人に代
わっておこなう
（77）
。更にコンドルセは、富の不平等、生計の手段の不平等、
教育の不平等という人間の不平等の三つの原因は、国家の高齢者・女子・
子供などへの扶助の保障や平等な教育によって絶滅することはなくても減
少するとする
（78）
。コンドルセは、国家をつくった目的は「公共の幸福」にあ
るとするルソーの命題を引継ぎ、個人の権利保障、治安の維持、商工業の
発展、不平等を減少させるための弱者への扶助や平等な教育等々により、
政治的・経済的・社会的領域におけるあらゆる問題を解決し得る存在とし
て国家について述べている。
　以上、モンテスキュー、ルソー、コンドルセの国家に関する言説を見て
きたが、18世紀の「哲学者」たちの個人主義的な思想は、今日の個人主義
が国家と個人を対立的に捉えるのとは異なり、国家の関与が「個人の権利
（74）　コンドルセ　渡辺誠訳『人間精神進歩史　第一部』（岩波書店　1951年）190頁。
（75）　同所。
（76）　同書　191頁。
（77）　同所。
（78）　同書　255─262頁
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のために為されるのであれば、国家の関与に嫌悪を覚えることからは程遠
い。
（79）
」こうした「哲学者」たちの思想を背景として、一連の反結社法や憲
法に国家の役割への積極的評価とそれに基づくあらゆる問題を解決し得る
存在という「国家像」が現れてくる。反結社法については既に述べたが、
1791年憲法（91年 9 月 3 日）は、その「人および市民の権利の宣言」でい
かなるコルポラシオンも特権ももはや存在しないとした上で、「第一編　
憲法によって保障される基本条項」で「捨て子を養育し、貧しい病人を救
済し、仕事を得られなかった貧しい健常者に対して仕事を与えるために公
的扶助に関する一般的な施設が設置され組織される。／すべての市民に共
通し、すべての人にとって不可欠の教育の分野に関して無償の公教育が設
立され組織される。
（80）
」とする。1793年憲法（93年 6 月24日）は、その「人お
よび市民の権利の宣言」の第 1 条で、「社会の目的は共通の幸せである。
／政府は、人にその自然の且つ不可侵の諸権利の享有を保障するために設
立される。
（81）
」とし、第21条では「公的扶助は神聖な責務である。社会は、
不幸な市民に仕事を得させ、また労働不能な人々に対して生存の手段を保
障することによって、不幸な市民に生活の手段を保障する義務がある。
（82）
」
として国家の果たすべき役割が強調される。
　以上で述べてきた「哲学者」たちの国家の役割を重視する言説という理
論的側面と同時に、かなりの程度中間団体の排除が進み国家と個人しか存
在しない状況が生じてくると、個人が担うことのできない従来中間団体が
担っていた社会的機能を担う存在は実際にも国家しかないことになり、必
然的に社会のあらゆる領域において国家が増殖し、公の事柄の国家による
独占が進行するというメカニズムが働くことになる。
（79）　HenryMichel,L’idée de l’État, essai critique sur l’histoire des théories sociales 
et politique en France depuis la Révolution,Fayard,2003,p.103.
（80）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome 3 p.241.
（81）　Ibid.,tome5,p.352.
（82）　Ibid.,p.353.
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第 3 章　革命の「収拾期」における反結社法
第 1 節　クラブあるいは民衆協会の名で知られている集合体
を解散するデクレ
　テルミドールのクーデター後の1795年 8 月23日（共和暦Ⅲ年フリュクテ
ィドール 6 日）には「クラブあるいは民衆協会の名で知られている集合体
を解散するデクレ」（Décretquidissoutlesassembléesconnueslenomde
Club,ouSociétépopulaire
（83）
）が議決される。それに先立ち、メール（Mailhe,
Jean─Baptiste）が公安委員会、保安委員会、立法委員会の連名で、「いわ
ゆる民衆協会の影響に注意を喚起する。
（84）
」報告をおこなう。この報告は、
民衆協会の少数の集団が専制的にフランスを支配したのは確かであり、ジ
ャコバン・クラブとその加盟者たちが、アンシャン・レジームの下で封建
的少数者が名誉と国家の権力と利益を集めると同時に自らの裁判官であっ
たように、その独裁を築いたとする。そして、「旧貴族のように」公職を
簒奪し、新聞を支配下に置いて堕落させ、自らを法律の上に置き、その残
忍な支配のシステムに従わない人々を死によって打ちのめす特権を不正に
取得した
（85）
。「従って、テルミドール 9 日によって王位を剥奪された者たち
は、 7 月14日によって王位を剥奪された者たちの後継者に過ぎなかったこ
とは真実である。次々と帝国を再建しようと試みるであろう者たちに災い
あれ。彼らもまた人民の敵である。
（86）
」とし、民衆協会を「人民の敵」であ
るとして剥き出しの敵意を以て、テルミドール派（Thermidoriens）の権力
によって創出された秩序＝公序を守るために解散する。
（83）　Ibid.,tome8,p.244.
（84）　Le Moniteur universel,No340,27août1795,p.1370.
（85）　Ibid.,No341,28août1795,p.1372.
（86）　Ibidem.
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第 2 節　政治的問題に係わる特別な団体を臨時に禁止する法律
　更に、1797年 7 月25日（共和暦Ⅴ年テルミドール 7 日）、元老会では「政
治的問題に係わる特別な団体を臨時に禁止する法律」（Loiquidéfend
provisoirementlessociétésparticulièress’occupantdesquestionspolitiques
（87）
）が
議決される。議会審議では、民衆協会がサークルという形で至る所で革命
委員会の旧メンバーにより組織され、その精神は大きな災厄の原因になる
恐れがあるため、これらのサークルの閉鎖は急を要するとの発言がなされ
る。これに対して、民衆協会は廃止すべきだが、この法案が市民の権利を
損なわないよう配慮されているかを検討すべきとの意見が述べられる。決
議の遅滞は、廃止に対処する時間的猶予を民衆協会に与えるので、「一瞬
も遅らせることなく」解散宣告をすべきとの発言があり、これが認められ
る
（88）
。
　更に論議は民衆協会の禁止が、95年憲法に適合するかを巡って進む
（89）
。最
終的にはポルタリス（Portalis,Jean─Étienne─Marie）が以下の発言をおこな
い、この法案が議決される。「憲法は、政治問題に取り組む団体を少しも
禁じていない。しかし憲法は、市民の権利の実行に必要不可欠な一つの権
利としてそれらの団体を許可していない。ところで、私は憲法が許可して
いるものと憲法が禁止していないものを区別する。憲法が許可しているも
の、それは神聖で不可侵な一つの権利である。憲法が禁止していないも
の、憲法はそれを立法者の慎重さと監督に委ねている。従って、憲法が民
衆協会を許可していないとしたら、私たちは状況がそのことを要求するの
に従って、それらの団体を禁止する権利をもっているのである。
（90）
」「憲法
（87）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome10,p.3.
（88）　Le Moniteur universel,No311,29juillet1797,p.1242.
（89）　95年憲法第360条は公序に反するアソシアシオンなどを禁止し、第362条は
「政治問題を取り扱う特別の団体」に一定の制限を課している。（J.─B.Duvergier,
Collection complète des lois,tome8,p.241.）この解釈を巡って民衆協会の禁止が憲
法に適合するかが論議される。
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は、フランス人民が憲法の機構を少しも顧みない特別な団体の中に存在す
ることを少しも望まなかった。
（91）
」この措置は臨時的なものでしかない。今
私たちは内戦に脅かされており、平和を再建し法律と自由を維持する決議
に賛成することに躊躇することはできない
（92）
。
　1795年の民衆協会を解散するデクレでは、剥き出しの敵意を以て民衆協
会は反革命でありクーデターによる秩序＝公序に敵対することが解散の理
由とされる。1797年の法律では民衆協会の禁止は、95年憲法に適合するか
を巡って、つまり適法性というより「洗練された」形で論議がなされる
が、いずれのデクレ・法律でも公序の維持が民衆協会禁止の理由とされて
おり、中間団体否認の理念は全く姿を現さない。更に付け加えれば、こう
した公序の維持という理念は、1795年憲法（95年 8 月22日）の「人および
市民の権利と義務の宣言」（Déclarationdesdroitsetdesdevoirsdel’homme
etducitoyen）の「権利」（Droits）の章における、自由とは他者の権利を
侵害しないことをなし得ることである（第 2 条
（93）
）とする消極的な自由の定
義、更には、以前の憲法にはなかった「義務」（Devoirs）の章における、
「公然と法律に違反するものは、社会と戦争の状態にあることを表明して
いる。」（第 6 条
（94）
）とする規定にも明確に表れている。
　国家は自らが創り出す公序の守り手としての要素を強め、公序に異議を
申し立て、それを脅かす恐れのある民衆協会などの政治性をもった結社＝
中間団体は抑圧の対象となり、それを直接的に禁じる反結社法がつくられ
る。
第 3 節　1810年の刑法典
　中間団体に対するこうした傾向が一定の完成を見るのが、帝政期の1810
（90）　Le Moniteur universel,No311,29juillet1797,p.1243.
（91）　Ibidem.
（92）　Ibid.,p.1244.
（93）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome8,p.223.
（94）　Ibid.,p.224.
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年の刑法典である。1810年 2 月17日に刑法典（Codepénal）第Ⅲ部・第Ⅰ
編・第Ⅲ章（第132条～第294条）が議決される。その「第Ⅶ節　不法な結
社あるいは集会」の第291条は、「宗教、文学、政治あるいはその他の事柄
に関して、毎日あるいは特定の日に集会することを目的とする20人以上
のいかなる結社も、政府の承認と結社に課すことが公権力の意にかなう条
件の下でしか設立することはできない。
（95）
」とし、第292条は「許可なく結成
されあるいは許可取得後に、その結社に課せられた諸条件に違反する、上
記の性格を有するあらゆる結社は解散される。更に、結社の責任者、指導
者あるいは管理者は16フランから200フランの罰金により処罰される。
（96）
」と
している。
　1810年 2 月16日、立法府の民事・刑事立法委員会名でノアイユ（Noailles）
がおこなった 2 月 6 日の「公共の平穏に対する重罪および軽罪」のコン
セイユ・デタ案に関する報告の「第Ⅶ節不法な結社あるいは集会」に関
する部分で、「非合法な結社（associations）あるいは集会（réunions）、こ
れらの言葉は痛ましい記憶を思い出させる。あなた方の中で、絶えず殺人
と暴動がその時の問題であり、当局を監視するために設立され、最も大切
で最も正当な当局を結果において妨げ、フランス全土においてこのように
無秩序をつくりだした討議をおこなうこれらの集合体の犠牲者あるいは証
人でなかった人とはどんな人なのか。
（97）
」という革命への恐怖が述べられる。
更に、フリュクティドール18日
（98）
の後にこれらの集団は息を吹き返したが、
（95）　JeanGuillaumeLocré,La législation civile, commerciale et criminelle de la 
France, ou commentaire et complément des codes français,TreutteletWürtz,1832,
tome30,p.48. 以 下 JeanGuillaumeLocré,La législation civile, commerciale et 
criminelle と表記
（96）　Ibidem.
（97）　Archives parlementaires,2èmesérie,tome10,p.594.
（98）　共和暦Ⅴ年フリュクティドール18日（1797年 9 月 4 日）、総裁政府は、95年憲
法下の初めての選挙で改選された五百人会の三分の一の議員の大多数を王党派が占
めたため、次の選挙で王党派が勝利すると五百人会の過半数を占めることになるの
を恐れて、反革命陰謀を企んでいるとして軍隊を使って王党派議員を逮捕し選挙を
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ブリュメール18日はその「暗黒の洞窟
（99）
」を閉じた。政府はこうした団体の
規制を望まないが、それを監視することは政府の義務であるとする
（100）
。この
ことは、「刑法典の極端な規定が、特に、政治結社が与える恐怖と革命の
時代に生きた人々に政治結社が残した辛い記憶によって生じた
（101）
」ことを示
している。1810年の刑法典の特徴は、第一に、その禁止・規制の基礎とな
る理念が、中間団体は国家と個人の間に介在し中間的利益によって国家が
体現する一般的利益を妨げるとする中間団体否認の理念という原理的な性
格の理念から、公序の維持という政治的理由に完全に取って代わること、
すなわち質の問題から量の問題への転換である。第二に、あらゆる中間団
体を、法律によるのではなく、公権力の「意にかなう条件」という公権力
の自由な裁量によるコントロール下に置くことを可能にすることである。
すなわち、「いかなる法律も、必要とされる許可の形式と条件を規定して
いなかった。その許可はパリでは警視総監の、県では知事の所管であっ
た。
（102）
」第三に、従来は個々の中間団体を対象として個別に禁止・規制法が
つくられていたのに対して、包括的に20人以上のすべての中間団体をそ
の性格を問わず取り締まることを可能にしたことである。
第 4 章　総裁政府から第一帝政へのアソシアシオンの状況
─政治的結社を中心に
　95年憲法第360条は、「公序に反するコルポラシオンもアソシアシオン
もつくることはできない。
（103）
」とする。更に、1795年 8 月には民衆協会を解
無効とするクーデターをおこなった。
（99）　Archives parlementaires,2èmesérie,tome10,p.594.
（100）　Ibid.,pp.594─595.
（101）　PaulNourrisson,Histoire de la liberté d’association en France depuis 1789,
SociétéduRecueilSirey,1928,tome1,p.186.以下 PaulNourrisson,Histoire de la 
liberté d’association en France と表記。
（102）　PierreChevallier,Histoire de la franc─maçonnerie française,Fayard,1975,pp.
36─37.
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散するデクレ、97年 7 月には「政治問題に係わる特別な団体」を禁止する
法律がつくられる。この時期、「このようなあらゆる障害にもかかわらず、
クラブが急速に増加した。まず、ヴァンデミエール13日（共和暦Ⅳ年　
1795年10月 5 日：訳注
（104）
）に危うく勝利するところだった王党派との戦いを
考慮して、民衆的なクラブすなわちジャコバン派のクラブが総裁政府
（Directoire）の承認によって、あるいはしばしば援助さえ受けて増加す
る。／パリでは、1795年の秋の間に以前のジャコバン派の集会が増加す
る。
（105）
」この中で注目すべきは、かつてのマラー派でテルミドールの反動の
間投獄されていた人物により設立された「共和国の友の会」（Réuniondes
amisdelaRépublique）というクラブである。このクラブは、ある商人が借
りていた国有財産の修道院を集会場としていたが、警察大臣と財務大臣は
これをジャコバン派の復活と見なしてこの商人との賃貸契約を破棄して集
会を妨害しようとするが、総裁政府はこの措置に反対する。これは、この
クラブに王党派の勢力との「相殺」という役割を総裁政府が認めていたこ
とを示している。当初このクラブは、ドルーエ（Drouet,Jean─Baptiste）と
いう人物を除いて、大赦を受けた以前のジャコバン派の加入を認めず「穏
健派」によって構成されていた。しかし、バブーフ（Babeuf,Gracchus）
が影響力を強め総裁政府の経済・財政政策を激しく非難するようになる
と、総裁政府はこのクラブを閉鎖する。パリを初めとして、恐らく、ほと
んどの大都市にはジャコバン派のクラブと類似のクラブが存在していた
（106）
。
　これに対して、穏健派更には王党派も政治的団体を組織するが、それは
（103）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome8,p.241.
（104）　共和暦Ⅳ年ヴァンデミエール13日（1795年10月 5 日）にパリで発生した、ブル
ジョワ共和派優位の議会勢力の激変を避けるために国民公会議員の三分の二が、95
年憲法により設立される五百人会（Conseildescinq─cents）と元老会（Conseil
desanciens）の両院の議員として残るという法律に反対する「ヴァンデミエール
の蜂起」と呼ばれる王党派の蜂起のこと。
（105）　JacquesLéonGodechot,Les institutions de la France sous la Révolution et 
l’Empire,PressesUniversitairesdeFrance,1985,p.483.
（106）　Ibid.,pp.483─485.
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より閉鎖的でいくつかは秘密の団体であった。主要な団体としては、テル
ミドールのクーデター後にパリで設立され地方にも支部をもっていたクリ
ーシー・クラブ（ClubdeClichy）がある。総裁政府下では、このクラブは
しばしば明白な王党派を含む穏健な種々の意見の代議士たちを集めてい
た。1797年（共和暦Ⅴ年）の五百人会の選挙で王党派が勝利すると非常に
活動的となり、王政復古の準備をするように見えた。しかし、1797年 9 月
4 日のフリュクティドール18日のクーデターにより、反革命陰謀を企んだ
として多くの王党派の議員が逮捕され大きな打撃を受ける。一方、こうし
た穏健な理論家の団体よりも活発に活動していたのは多かれ少なかれ秘密
の団体であり、主要な団体としては「博愛協会」（Institutphilanthropique）
と名乗るボルドーを中心として南部の36県に支部をもっていた団体があ
る。その目的は、表向きは恐怖政治の犠牲者やその家族の援助であった
が、実際には共和国を転覆する蜂起の準備を目的としていた
（107）
。
　「王 党 派 の 運 動 の 拡 大 を 恐 れ た 総 裁 政 府 は、 憲 法 サ ー ク ル（cercle
constitutionnel）の誕生を促すことで、それに対抗しようとした。憲法サ
ークルには、反動と同様に無政府状態に反対するすべての人々、革命の真
の獲得物を守ろうとするすべての人々、特に多くの国有財産の取得者が見
られた。
（108）
」1799年 4 月の選挙でネオ・ジャコバン派が躍進すると、夏には
五百人会と元老会の承認により「自由と平等の友の会」（SociétédesAmis
delaLibertéetdel’Egalité）という名称でジャコバン・クラブが設立され
る
（109）
。しかし、総裁政府の全期間を通じて、クラブのメンバーはブルジョワ
ジーに限定されており、労働者の支えなしには、クラブのブルジョワジー
は独裁に反対するには十分に強力ではなかった
（110）
。
　この頃、第二次対仏大同盟（1798年12月）に刺激されて、王党派の反乱
（107）　Ibid.,p.485.
（108）　Ibid.,p.486.
（109）　Ibid.,p.488.
（110）　Ibidem.
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が頻発する。クラブに対する恐れと社会不安が広がっていく。1799年11月
9 日ナポレオン（NapoléonBonaparte）は、ブリュメール18日のクーデタ
ーにより統領政府（Consulat）を樹立し第一統領となる。「革命の終結」
と「新秩序の確立」を掲げるナポレオンは、ネオ・ジャコバン派と王党派
を徹底的に弾圧する。「警察によって実行された厳格な取締りは、集団の
結成をあきらめさせるのに十分であった。
（111）
」しかし、1810年の刑法典以前
には、このような取締りに関するいかなる法律の条文も存在しておらず、
1800年 7 月 1 日（共和暦Ⅷ年メシドール12日）の「パリの警視総監の職務を
決定するアレテ」（Arrêtéquidéterminelesfonctionsdupréfetdepolicede
Paris）の第10条が、「警視総監は、公共の秩序を乱す群衆、労働を中断し
あるいは日給の額を引き上げるための労働者のコアリシオン、暴力的なあ
るいは公共の平穏を脅かす集合を予防しあるいは解散させるのに適切な措
置をとる。
（112）
」としているだけであった
（113）
。このアレテでは、この他に警視総
監は、物乞いと浮浪者（第 5 条）、書店と印刷所（第11条）、劇場（第12条）、
火薬と硝石の販売（第13条）、信仰（第17条）、都市の衛生（第23条・第24
条）、商取引の安全（第26条）、公共の場所および広場（第32条）、食料の供
給（第33条）などに対する広い範囲に渡る取締り・監視・管理・監督をお
こなうとされており
（114）
、ナポレオンの公序の維持のための取締りが徹底した
ものであったことが窺える。
　その一方で統領政府期には、治安維持策として食料の安定供給を目的に
パリの警視総監の下でパン屋と肉屋のコルポラシオンが「復活」する。ま
た、商業発展のために行政の主導で商業会議所も「復活」する。帝政期に
は、教育や慈善活動をおこなう権力にとって有用な修道会が認められる。
（111）　JeanMorange,La liberté d’association en droit public français,Presses
UniversitairesdeFrance,1977,p.32.以下JeanMorange,La liberté d’association 
en droit public と表記。
（112）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome12,p.251.
（113）　JeanMorange,La liberté d’association en droit public,pp.39─40.
（114）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome12,pp.250─253.
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これらは、一定の自律性をもった基礎的社会集団であるアンシャン・レジ
ーム下の社団とは異なり、行政の補完的機能しかもたない社団であった。
ナポレオンは、権力にとって有用な職業的社団や宗教的社団に関してはコ
ントロール可能な限りにおいてその存在を認めていた。労働者のコアリシ
オンに対しては、完全に排除するには至らなかったにしても非常に厳しか
ったが、政治的に危険が少ない経営者の組織に対しては柔軟であった
（115）
。国
立公文書館（Archivesnationales）に残る1811年実施のアソシアシオンに関
する調査の県知事報告（南部と東部の39県の報告が残存）を分析した高村に
よれば、当時のアソシアシオンの数は約200で、その種類はアカデミー・
農業振興会、サロン・セルクル、苦行信徒会（Pénitentsblancs）・慈善団
体（Sociétésdebienfaisances）、フリーメーソンがその大半を占めていた。
政治的に危険なアソシアシオンは報告されておらず、政治的でない限りア
ソシアシオンは黙認されていたとしている
（116）
。
　前述のように、1810年以前からナポレオンによる政治的結社に対する徹
底した弾圧が加えられており、「1810年の刑法典の第291条とそれに続く条
文は、それが採択された時には、実際の状況を追認するものであった。
（117）
」
（115）　JeanMorange,La liberté d’association en droit public.p.39.
　この時期、近代的意味での労働組合は存在していない。革命期の労働争議のほとん
どは、仲間職人（compagnon）により組織された中世に起源をもつコンパニオナ
ージュ（compagnonnage　仲間職人組合）が主体であった。コンパニオナージュ
は、アンシャン・レジーム下で弾圧され、革命下ではル・シャブリエ法により禁止
され、ナポレオンの統領政府・第一帝政下でも禁圧されるが、独自の文化と相互扶
助機能や職業紹介機能などと共に労働力供給の独占による労働組合的機能をもち
（コンパニオナージュがそのまま近代的な労働組合に移行するには、秘儀宗教性、
封 建 的 因 習 性、 偏 狭 性 な ど 多 く の 問 題 が あ っ た。）、 職 人 た ち の「対 抗 社 会」
（contre─société）を形成していた。こうした構造は、第二共和政のユートピア的社
会主義の「実験」を経て、政治の世界とは一線を画し労働の現場から社会を変革し
ようとする革命的サンディカリズム（syndicalismerévolutionnaire）へと繋がって
いく。コンパニオナージユに関しては　谷川稔『フランス社会運動史　アソシアシオ
ンとサンディカリズム』（山川出版社　1983年）17─34頁　を参照。
（116）　高村学人『アソシアシオンへの自由』（勁草書房　2007年）93─95頁。
（117）　JeanMorange,La liberté d’association en droit public.p.31.
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「実際に、裁判所は政治結社にその規定（刑法典の結社に関する規定：訳注）
を適用することはほとんどなかったように見える。その規定の威嚇は政治
結社を禁じるのに十分であったし、その威力は最も厳格な適用をためらわ
なかっただろうナポレオンの威力と同じく絶対的であった。
（118）
」従って、こ
の時期には政治結社は存在していないと言える。
第 5 章　コアリシオン禁止法
　コアリシオン禁止法の「母法」的存在であるル・シャプリエ法は、営業
の自由の原則と中間団体否認の理念により、コルポラシオンを禁止し更に
労使双方の一切の人的集合を禁止する。これは主観的には経済活動の自由
の確立であり、客観的には資本主義的な生産様式の前提である生産者と生
産手段の分離を通じて賃金労働者を創り出す資本の本源的蓄積を意味す
る
（119）
。しかし、以降のコアリシオン禁止法では、労使双方のコアリシオン禁
止の原則は残るものの、次第に国家が創出する秩序＝公序の維持に基づく
労働者のコアリシオン禁止の比重が増大する。
　1794年 1 月12日のアッシニア（Assignat
（120）
）の印刷用紙を製造する製紙工
場の労働者のコアリシオンを禁じる「製紙マニュファクチャーを徴用する
デクレ」（Décretquimetenréquisitionlesmanufacturesdepapier
（121）
）は、自由
な経済活動と労働の自由の観点から労働者のコアリシオンを中間団体の一
つとしてではなく、争議のための集合という独自の行為形態として禁止す
る
（122）
。また、議会報告では、アッシニアの用紙を製造する労働者のコアリシ
（118）　PaulNourrisson,Histoire de la liberté d’association en France,tome1,p.186.
（119）　中村紘一「ル・シャプリエ法研究試論」早稲田法学会誌20巻　1968年　 3 頁。
（120）　1789年から国有財産を抵当に革命政府が発行した不換紙幣。元々は利子付の土
地債券で担保も設けられた公債だったが、歳入と正貨の著しい不足から不換紙幣と
して強制流通される。1797年には廃止されるが、激しいインフレを引き起こして経
済の混乱を招く。
（121）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome6,p.394.
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オンが「最初の火花」となって全体的な混乱を引き起こす恐れがある
（123）
とい
う形で、労働者のコアリシオンが公序の問題としても捉えられている。
1796年 9 月 2 日のコアリシオンの禁止を製紙マニュファクチャーの労働者
全体に拡大する「製紙業取締りのための規則を含む総裁政府のアレテ」
（ArrêtédeDirectoireexécutif,contenantrèglementpourlapolicedes
papeteries
（124）
）の前文では、「商業、工業および所有権を悪意に満ちた束縛と
侮辱から救い出すことは急を要する
（125）
」として、経済的領域における秩序の
維持を意図して労働者のコアリシオンによる活動を「公序に反する習慣
（126）
」
と非難する。1803年 4 月12日＝22日の「マニュファクチャー、製造所およ
び作業場に関する法律」（Loirelativeauxmanufactures,fabriquesetateliers
（127）
）
は労使双方のコアリシオンを禁止するが、1810年の刑法典へと続く労働者
のコアリシオン禁止法という性格をもつものである。その特徴は第一に、
業種の限定なくすべての労働者を対象とするコアリシオンの禁止である。
第二に、前述のデクレ・アレテと同様に、コアリシオンを中間団体の一つ
としてではなく完全に独自の行為形態として直接禁止・処罰の対象とする
ことである。第三に、労使の間に刑罰の不平等が存在することである。
　1810年の刑法典第414条と第415条は、それぞれ使用者と労働者のコアリ
シオンを禁止する。しかし、経済的自由主義に基づく労使双方のコアリシ
オン禁止規定は存在するものの、使用者側のコアリシオンを禁止する第
414条の刑罰は1803年法と同一であるにもかかわらず、労働者のコアリシ
オンを禁止する第415条では刑罰が強化され、第416条ではコアリシオンの
（122）　労働者のコアリシオンは争議などのための一時的な人的集合であるが、同時に
それは国家と個人の間に介在する中間団体でもある。従って、それを中間団体の一
つとして禁止することも可能であるが、このデクレでは独自の行為形態＝労働争議
をおこなう集合として禁止している。
（123）　Archives parlementaires,1èresérie,tome83,p.262.
（124）　J.─B.Duvergier,Collection complète des lois,tome9,p.165.
（125）　Ibidem.
（126）　Ibidem.
（127）　Ibid.,tome14,p.64.
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首謀者などに対する刑期満了後一定期間の監視を可能にすることが規定さ
れる
（128）
。1810年の刑法典は、労働者に対する刑罰強化により労働者のコアリ
シオン禁止に完全に重点が移行している。もちろん、ここでも中間団体否
認の理念によるコアリシオンの禁止は存在せず、コンセイユ・デタにおけ
る刑法典第415条の審議の際の帝国大書記長（archichancelier）の「あらゆ
るコアリシオンは、良き秩序と諸法律に対する反乱の状態において労働者
を組織するコアリシオンを構成し、労働者をしばしば著しく危険な過激さ
へと導く
（129）
」とする発言に見られるように、労働者のコアリシオンの禁止＝
労働者の運動への抑圧が、公序の維持の問題としてはっきりと姿を現す。
その点で、1810年の刑法典のコアリシオン禁止は、ル・シャプリエ法のそ
れとは質的に異なるものである。
第 6 章　結　論
第 1 節　中間団体禁止法─中間団体の否定から公序の維持へ
　革命の「展開期」には、1791年 3 月のダラルドのデクレがコルポラシオ
ンを廃止し、それに代わるある意味で「国家管理」とも言える営業許可
制・営業免許税を導入する。1791年 6 月のル・シャプリエ法では、職を必
要とする者に職を与え障害のある者を救済するのは国家であるとされ、コ
ルポラシオンに代わって国家の果たすべき役割が意識的かつ明確に述べら
れる。1791年 5 月の民衆協会の活動制限のデクレでは、公序の維持という
意図を伏在させつつ中間団体否認の理念に基づきその活動を啓蒙・啓発活
動に封じ込めようとする。更に、1791年 9 月の民衆協会の活動制限のデク
レでは、中間団体否認の理念と91年憲法に基づく国家体制の防衛が活動制
（128）　JeanGuillaumeLocré,La législation civile, commerciale, et criminelle,
tome31,p.16.
（129）　Ibid.,p.61.
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限の理由とされ、公序の維持という意図の現れがみられる。1791年 9 月の
商業会議所廃止のデクレでは、商業会議所という特殊な行政機関は、本来
一般の行政機関すなわち国家の行政機関に組み入れられるべきとされる。
1792年 8 月の在俗修道会廃止のデクレでは、教育などの社会的に重要な任
務は修道会＝聖職者のコルポラシオンなどではなく国家が担うべきとされ
る。1793年 8 月のアカデミー廃止のデクレでは、「賢明な政体」＝共和国
では文明化した国民の欲求はアカデミーのような団体の助けがなくても精
神の飛躍を可能とするとして、文化的領域における国家の「優越」が主張
される。1793年 8 月の割引銀行などの株式会社を廃止するデクレは、投機
抑制策の一環として、公序の維持という点から国家に敵対するものの抑え
込みを図るという要素をもっている。1793年 9 月の大学廃止を規定するデ
クレでは、コルポラシオンである大学を廃止し、それに代わって国家が新
たな三段階の中・高等教育機関を設立するとされる。更に、1791年憲法に
おいては、コルポラシオンなどの特権的中間団体の廃止が謳われ、捨て子
の養育、貧困な病者の扶助、貧困な健常者への仕事の提供のための公的扶
助の施設や無償の公教育が組織されるとし、国家の役割が強調される。
1793年憲法においても、社会の目的は共通の幸せであり、政府は人に不可
侵の自然権を保障するために設立され、社会は不幸な市民に生活の手段を
保障する義務があるとして、国家の在り様が示される。
　以上で述べてきた反結社法の議会報告・審議や91年・93年憲法を通し
て、革命の展開期における「国家像」を読み取ることができる。この時期
の一連の反結社法などに共通するのは、国家と個人の間に介在する中間団
体でありアンシャン・レジームの基礎的社会集団である種々の社団の解体
と共に、それに代わって社会のあらゆる領域において増殖し種々の社会的
機能を担い個人の権利を守るものとしての国家の積極的な役割が強調され
ていることである。中間団体の排除が進むと、国家は個人では解決できな
いあらゆる問題を解決すべき唯一のポジティブな存在として姿を現す。一
方で、立法を含む革命のあらゆる施策は、革命により創出された政治、経
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済、社会の秩序を守り発展させようとするという意味で、本質的に「公序
の維持」という考え方を含んでいるが、この時期の反結社法には、その直
接的現れは若干見られるもののアンシャン・レジームの特権的中間団体の
排除や民衆協会の活動の制限は多くの場合中間団体否認の理念により基礎
づけられており「公序の維持」という考え方は表面には現れていない。
　テルミドールのクーデター以降、革命が「収拾期」に入ると、1795年 8
月に民衆協会を「反革命」として激しく非難して解散するデクレ、97年 7
月には民衆協会などの禁止は95年憲法に適合するとしてそれを禁止する法
律がつくられるが、いずれも民衆協会などの政治的結社を対象として公序
の維持という理由を以て禁止するものであり、中間団体否認の理念は見ら
れない。こうした動きは1810年の刑法典で完成に至る。刑法典第291条は
その性格を問わずあらゆる20人以上のアソシアシオンを公権力の許可の
下に置き、その自由な裁量による禁止・規制の対象とする。しかし、前述
のノアイユの報告に見られる様に、時の権力がつくり出す政治的・経済
的・社会的秩序を「公序」として、それを脅かす恐れのある「無秩序をつ
くり出した集合体」である民衆協会などの政治的結社の禁止・規制がその
立法の理由として述べられ、実際にも政治的な結社が主要な取締りの対象
となる。国家による政治的領域における公の事柄の独占が進み、国家の抑
圧的機能が強まるというメカニズムが完成する。
　革命の「収拾期」における反結社法には、革命に対する恐怖に裏付けら
れた民衆協会などの政治的結社の禁止が見られるだけであり、1810年の刑
法典では20人以上のあらゆるアソシアシオンを公権力の自由な裁量によ
る禁止・規制の下に置くが、そこでも革命の「混乱」への恐れが述べられ
るだけで、国家の在り様や役割といった「国家像」は見られない。反結社
法は、中間的利益により一般的利益の実現を妨げる中間団体を排除するも
のではなく、治安の維持のために政治的結社を禁止するものとなる。つま
り、革命の「収拾期」の反結社法では、国家はすべての問題を解決すべき
「万能」の存在という「国家像」のポジティブな要素が抜け落ちて「防衛」
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すべき対象となる。従って、国家権力が創り出す秩序を批判するものはそ
の抑圧の第一の対象となる。
第 2 節　コアリシオン禁止法─営業の自由・中間団体の否
定から公序の維持へ
　1791年 6 月のル・シャプリエ法は、労使双方のコアリシオンを営業の自
由と中間団体否認の理念により禁止する。1794年 1 月の製紙マニュファク
チャーを徴用するデクレは、中間団体の一つとしてではなく争議のための
集合という独自の行為形態として、アッシニアの用紙を製造する労働者の
コアリシオンを禁止する。1796年 9 月の総裁政府のアレテは、労働者のコ
アリシオン禁止を製紙業全体に広げる。1803年 4 月のマニュファクチャー
などに関する法律は、全業種の労使双方のコアリシオンを禁止するが、労
使間で刑罰に明らかな違いが見られる。労働者のコアリシオンを独自の行
為形態として禁止しその対象を広げる三つの法を経て、1810年の刑法典で
は労使双方のコアリシオン禁止の規定はあるものの、労働者のコアリシオ
ン禁止すなわち労働者の運動への抑圧が公序の維持の問題としてはっきり
と姿を現す。ル・シャプリエ法から、労働者側に対する刑罰の強化とその
指導者に対する刑期終了後の監視によって、コアリシオンによる労働者の
運動を「良き秩序と諸法律に対する反乱」を組織するものとして公序の維
持の名の下に抑圧する1810年の刑法典への質的変化、つまり営業の自由・
中間団体の否定から公序の維持への立法理由の変化は、賃労働と資本とい
う新たな社会的、経済的秩序が形成される
（130）
につれて、それを脅かす恐れの
（130）　フランス革命では、営業の自由や度量衡の統一などにより経済発展の基盤が形
成されるが、制海権をイギリスに奪われ海外貿易関連産業は打撃を受ける。しか
し、1800年頃からフランスの工業は発展の軌道に乗り始める。「帝政樹立後、アー
クライト紡績機やミュール紡績機を設備した紡績工場の建設ブームが起こった。…
羊毛工業でもミュール紡績機を設備した紡績工場がふえるのはやはり1810年前後で
ある。」（柴田三千雄　樺山紘一　福井憲彦編『フランス史 2 』439頁。）綿工業を軸と
して、機械工業、製鉄業、化学工業が起ってくる。第一帝政期は、フランスの産業
革命の最初期の段階と位置付けられるが、繊維工業部門で機械制工場生産が一般化
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あるコアリシオンをその現れとする労働者の運動への直接的な抑圧もまた
強まるという文脈において理解されるべきである。
第 3 節　「万能」の国家から抑圧的国家へ
　アンシャン・レジームの破壊と新しい秩序の創出が錯綜して進む革命の
「展開期」には、営業の自由の理念によるコルポラシオンの廃止をいわば
「入口」として中間団体否認の理念に基礎づけられた反結社法が、国家と
個人の間に介在する中間団体であるアンシャン・レジームの特権的社団を
解体する。社団の解体は、個人を社団への依存から解き放って権利の主体
となるべき個人を析出し、「哲学者」たちの国家の役割を重視する理念を
背景にして社団に代わって社会の諸領域において国家が増殖していく。一
方、このような社団の解体→国家の増殖というメカニズムは、基礎的社会
集団として個人にアイデンティティを提供していた社団を解体し、社団に
代わって国家が法の下で平等な「国民」あるいは「市民」というアイデン
ティティを個人に提供するという構造を生み出す。それは、社団を中軸と
する地縁的家産的社会関係の解体と、それに代わる国家という枠組みでの
市民的社会関係の創出を意味する。こうした構造は、革命を推進する人々
が自身を「愛国派」（Patriotes）と呼んだことからも明らかなように、個
人の国家への統合すなわち国家が創出する秩序＝公序への取り込みと同時
に、必然的に公序に敵対するものへの攻撃・抑圧というベクトルを含むこ
とになる。中間団体の解体が進んでいくと、こうしたベクトルは、中間団
体という「緩衝装置」なしに個人が国家権力と直接対峙するという新たな
抑圧構造として姿を現すことになる。革命の「展開期」における国家は、
中間団体の解体により、それに代わって個人では担えない教育や扶助など
の社会的機能を担い権利の守り手として立ち現れ、個人と国家しか存在し
ない状況へのベクトルが強まる中で、理論的にも実際にも個人が解決不能
し、製鉄・鉄工業が軌道に乗るのは、第二帝政期の19世紀後半である。
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なすべての問題の解決という役割を担うべき唯一の存在となる。つまり、
国家は「万能」の国家というポジティブな存在として措定され、そうした
ものとして実現が目指されることになる。
　テルミドールのクーデターを転回点として、左右の「反革命」から「革
命の成果」を防衛しつつ革命による新たな制度・秩序と現実との調整を図
る「収拾期」に入ると、「展開期」には伏在していた公序の維持という理
念が顕在化し、中間団体の解体→国家の増殖→政治的領域における公の事
柄の国家による独占→公序の維持というメカニズムの働きが強まってい
く。時の政治的状況により差はあるものの、基本的に反結社法は公序の維
持の名の下にそれを脅かす恐れのある民衆協会などの政治性をもった結社
を禁止するものとなり、公序に異を唱えるものへの抑圧手段となってい
く。一方、こうした動きを「個人」の形成という視点から見た場合、中間
団体の解体は自律的個人の創出へと向かう一方向のベクトルだけではな
く、「公共圏」的性格の民衆協会など自律的個人の形成を促すアソシアシ
オンを解体し、国家対個人という新たな抑圧構造を生み出す反対方向のベ
クトルも含むことに留意しなければならない。
　ブリュメール18日のクーデターにより統領政府が樹立避されると、第一
統領となったナポレオンは「新秩序の確立」を掲げ政治的領域の結社を徹
底的に弾圧する。1810年の刑法典に至って、こうした動きは一定の完成に
至る。1810年の刑法典第291条～第294条の体制では、アソシアシオンに対
する禁止・規制の基準は法律によるのではなく「公権力の意にかなう」こ
とが「基準」とされ、公権力は状況に応じてあらゆるアソシアシオンを意
のままに取り締まることが法的に可能となる。
　コアリシオン禁止法の系統に関しても、ル・シャプリエ法の営業の自由
と中間団体否認の理念による労使双方のコアリシオン禁止から、アッシニ
アの用紙を製造する労働者のコアリシオンを争議のための集合という独自
の行為形態として禁止するデクレ、禁止を製紙業全体に広げるアレテ、全
業種の労使双方のコアリシオンを禁止するが労使間で刑罰に明らかな差が
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ある法律を経て、使用者側のコアリシオン禁止規定はあるものの、労働者
のコアリシオンは「良き秩序」への脅威となるとして公序の維持の観点か
ら労働者側への刑罰がより強化され、労働者のコアリシオン禁止に完全に
重点が移行する1810年の刑法典第415条・第416条の体制に至る。
　以上で述べた1810年の刑法典の体制が、二月革命後の一時期を除き1901
年法によりアソシアシオンが個人間の契約として認められるまで百年近く
に渡って続く中間団体政策の基本となる。政治的結社と労働者のコアリシ
オンという対象の違いはあるものの、1810年の刑法典に至って中間団体禁
止法とコアリシオン禁止法という二つの反結社法の系統は、国家が創り出
す政治的・経済的・社会的秩序の維持すなわち公序の維持という目的に収
斂していく。しかし、そこには国家の在り方や国家が担うべき役割などに
関する言説といった「国家像」を見出すことはできない。社団に代わって
社会の諸領域で増殖しあらゆる問題を解決していく存在という革命の「展
開期」における「国家像」は、革命による「混乱」への恐怖を背景に国家
が創り出した公序の維持に切り縮められ、その結果としての治安の維持と
いう要素が残るだけとなる。国家は、創出されるべき積極的な存在から防
衛すべき消極的な存在へと変貌していく。一方、社団＝中間団体の解体に
より析出された個人は、中間団体という「緩衝装置」なしに国家権力と直
接対峙することになり、圧倒的に強力な国家とばらばらの個人という二極
構造が生み出される。こうした構造の下で、公序に異議を申し立てる個人
が集団を形成し政治的勢力となることを未然に防ぐという形で、国家は抑
圧的機能というネガティブな要素を強めていく。
